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○伊那市浄化槽設置等事業補助金交付要綱 

平成２１年２月２３日 

告示第８１号 

改正 平成２２年９月３０日告示第２８９号 

平成２３年３月２９日告示第１１９号 

平成２７年３月２７日告示第９８号 

平成２８年３月２日告示第９１号 

平成２８年８月１０日告示第２６１号 

令和２年３月３１日告示第１２６号 

令和２年９月１日告示第３７３号 

令和４年３月３１日告示第９２号 

令和４年１１月２４日告示第２７８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境を保全するための浄化

槽の設置等に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、伊那市補助金等交

付規則（平成１８年伊那市規則第３５号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）第２条第１号に規定する浄

化槽 

(2) 戸別合併処理浄化槽 伊那市戸別合併処理浄化槽の設置及び管理に関する条例（平成１８年伊那

市条例第２７９号）第２条第１項第１号に規定する浄化槽 

(3) 浄化槽等 浄化槽及び浄化槽から河川等への排水のための水路 

(4) 住宅 専ら居住の用に供する建物又は延べ床面積の２分の１以上を居住の用に供する建物 

（対象区域） 

第３条 補助金の交付対象となる区域（以下「補助対象区域」という。）は、次に掲げる区域とする。 

(1) 浄化槽整備区域 次の区域以外の区域 

ア 公共下水道認可区域 

イ 公共下水道計画区域のうち別に定める区域 

ウ 農業集落排水施設整備区域 

(2) 浄化槽指定区域 地形等の状況で集合処理が適当でないとされた区域 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象者は、補助対象区域において住宅に浄化槽等を設置しようとする者又は現
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に浄化槽を設置している者であって、市内に住所を有するもの（住宅の建設により市内に住所を有す

る予定の者を含む。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、補助金を交付しない。 

(1) 法第５条第１項の規定による届出の審査又は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第

１項の確認を受けない者 

(2) 住宅を販売又は賃貸する目的で浄化槽を設置する者 

(3) 事業活動、宗教活動等の用に供する住宅等に浄化槽を設置する者 

(4) 住宅を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

(5) 季節的に居住する住宅に浄化槽を設置する者 

(6) 市区町村税等を滞納している者（同一世帯員が市区町村税等を滞納している場合を含む。） 

(7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する暴

力団（その団体の構成員等又はそれらの者に使用させる者を含む。） 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助金は、次の表の左欄に掲げる補助対象経費に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を限度

として支給する。 

補助対象経費 限度額 

5人槽 6～7人槽 8～10人槽 

浄化槽整備区域への浄化槽の新設に要する経費 354,000円 437,000円 671,000円 

浄化槽指定区域への浄化槽の新設に要する経費 452,000円 692,000円 845,000円 

補助対象区域内の既設の浄化槽（15年経過したもの

に限る。）の更新に要する経費 

332,000円 414,000円 548,000円 

補助対象区域内の戸別合併処理浄化槽の無償払下げ

を受けた後の更新に要する経費 

全額（従前の浄化槽の機能強化に要す

る経費を除く。） 

排水方法変更工事（既設の浄化槽からの排水を地下

浸透方式から河川等への放流に変更するための工事

をいう。以下同じ。）に要する経費 

浄化槽1基につき 100,000円 

（補助対象経費の2分の1の額を上限

とする。） 

（補助金の交付申請） 

第６条 浄化槽の新設又は更新に対する補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ補助金等交付

申請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

(2) 設置場所の案内図 

(3) 浄化槽の配置図又は設計図 

(4) 見積書又は契約書の写し 
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(5) 登録浄化槽管理票 

(6) 保証登録証 

(7) 住所地の市区町村税の完納を証明する書類（市内に住所を有する者は、市税等納付状況確認同意

書に代えることができる。） 

(8) 既設の浄化槽の更新を行う場合は、その浄化槽を設置した日を証する書類 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 排水方法変更工事に対する補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ補助金等交付申請書に

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 設置済みの浄化槽設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

(2) 設置場所の案内図 

(3) 浄化槽及び放水路の配置図又は設計図 

(4) 見積書又は契約書の写し 

(5) 住所地の市区町村税の完納を証明する書類（市内に住所を有する者は、市税等納付状況確認同意

書に代えることができる。） 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（実績報告） 

第７条 浄化槽の新設又は更新の補助金に係る補助対象者は、補助金に係る事業完了の日から３０日を

経過した日又は当該年度の２月２０日のいずれか早い日までに補助事業等実績報告書に次に掲げる書

類を添付して、市長に提出しなければならない。ただし、排水方法変更工事に対する補助金の補助対

象者は、第１号及び第２号の書類の提出を要しない。 

(1) 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら当該浄化

槽の保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明する書類） 

(2) 浄化槽法定検査依頼書の写し 

(3) 工事写真 

(4) 工事代金の支払いを証する書類 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（工事状況の確認） 

第８条 市長は、補助事業を適正に執行するため、浄化槽の設置工事の状況を施工の現場において確認

するものとする。 

（適用除外） 

第９条 この告示の規定は、過疎地域集落整備事業（昭和５２年度から昭和５８年度までの間に伊那市

高遠町芝平地区又は荊口地区において実施されたものに限る。）による集落移転の対象となった区域

において住宅に浄化槽等を設置しようとする者又は現に浄化槽を設置している者については、適用し



 

4/5 

ない。 

（補則） 

第１０条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

（伊那市合併浄化槽設置整備事業補助金交付要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる告示は、廃止する。 

(1) 伊那市合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱（平成１６年伊那市告示第４５号） 

(2) 高遠町合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱（平成元年高遠町告示第１４号） 

(3) 長谷村合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱（平成元年長谷村告示第１３号） 

（補助金の額の特例） 

３ 平成２２年度から平成２９年度までの間に限り、浄化槽指定区域のうち市長が別に定める区域への

浄化槽の新設に対する補助金の額は、第５条の規定にかかわらず、同条に規定する浄化槽指定区域へ

の浄化槽の新設に対する補助金の額にそれぞれ５万円（平成２９年度にあっては、３万円）を加えて

得た額を限度として支給する。 

（検証） 

４ 市長は、定期的に補助金交付の必要性等の検証を行い、必要があると認めるときは、その結果に基

づき所要の措置を講ずるものとする。 

附 則（平成２２年９月３０日告示第２８９号） 

この告示は、平成２２年１０月１日から施行し、改正後の附則第３項の規定は、同日に申請された補

助金から適用する。 

附 則（平成２３年３月２９日告示第１１９号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２７日告示第９８号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２日告示第９１号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年８月１０日告示第２６１号） 

この告示は、平成２８年９月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日告示第１２６号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年９月１日告示第３７３号） 
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この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日告示第９２号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１１月２４日告示第２７８号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 


